
 （様式１） 
01  １： 新 規  ２： 継 続  03 業者ＣＯＤＥ                    (参考)

※02受付番号            
04 適格組
合証明 

平成  年  月  日 
第         号 

 
競 争 参 加 資 格 審 査 申 請 書（製造・物品販売・役務提供等） 

 
 平成２２年度、平成２３年度及び平成２４年度において、一般財団法人工業所有権協力センターが所掌する製造・物品販売・役務提供等に係わる 
競争に参加する資格の審査を申請します。 
 なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。 
 
平成２２年 １月２６日 
 

一般財団法人 工業所有権協力センター 理事長 殿 
 

 
05  郵 便 番 号 １ ３ ０  ０ ０ ２ ２  

 
   フリガナ ｽ ﾐ ﾀ ﾞ ｸ ｺ ｳ ﾄ ｳ ﾊ ﾞ ｼ                                        
 
06 住  所 墨 田 区 江 東 橋 ４ － ２ ６ － ５  東 京 ト ラ フ ィ ッ ク 錦 町 ビ ル      
 
 
    フリガナ ｱ ｲ ﾋ ﾟ - ｼ - ｼ - ｺ ｳ ｷ ﾞ ｮ ｳ       
 
07 商号又は名称 Ｉ Ｐ Ｃ Ｃ 工 業 （ 株 ）           
 
 

フリガナ ｻ ﾞ ｲ ﾀ ﾞ ﾝ ﾀ ﾛ ｳ 
08 代表者氏名 (役職) 代 表 取 締 役 社 長    (氏名) 財 団  太 郎       
 
 
     フリガナ ザイ ダ ン  コ タ ロ ウ        
09 担当者氏名 財 団  小 太 郎      
 
10    電話番号 ０ ３ － ０ ０ ０ ０ － ０ ０ ０ ０    11  ＦＡＸ番号 ０ ３ － １ １ １ １ － １ １ １ １  
                                                  内線 ４２１２ 
 
12  希望する業種  １．製  造  ２．販  売（ａ．卸売 ｂ．小売）  ３．役 務 提 供  ４．そ の 他  
 

１－(1)  １－(2) １－(3) １－(4) 
２－(1)  ２－(2) ２－(3) ２－(4) ２－(5) ２－(6)  

                      別添「申請書提出要領」を  照のうえ  該当事項に○印をつけること。 
    ※欄については、記載しないこと。 

代表社印 

※会社名の頭一文字

をカタカナ表記で記

入してください。 



※ 02 受付番号            03 業者 CODE            
                                                                                        
 
 

② 基準決算 
      以前の決算 ③  基準決算  

 ① 希望業種区分 

  コード
  １９年 ４月から 
  ２０年 ３月まで  （千円） 

   ２０年 ４月から 
   ２１年 ３月まで （千円） 

     ④ 直 前 ２ ヶ 年 間 の 
 
         年 間 平 均 実 績 高 
                             （千円） 

01 事務用品・事務機器 1－(1)  売 り 上 を 分 け て 書 く こ と が で き な い 。             

02 印刷製本 1－(2)     １ ５ ０ ０ ０ ０ ２ ２ ０ ０ ０ ０     １ ８ ５ ０ ０ ０ 

03 その他（工具作業用品） 1－(4) ４ ０ ０ ０ ０ ０ ５ ０ ０ ０ ０ ０     ４ ５ ０ ０ ０ ０ 

04                                 

05                                 

06                                 

07                                 

08                                 

09                                 

10                                 

11                                 

12                                 

13                                 

14   そ の 他                                

14 
 
 
 

 

 

製 

 

造 

 

等 

 

実 

 

績 

 

高 

15     合   計      ５ ５ ０ ０ ０ ０ ７ ２ ０ ０ ０ ０     ６ ３ ５ ０ ０ ０ 

    （注）年間実績高については、消費税を含まない金額を記載すること。 

※このように記載しても構いませんが、極力業種区分 
ごとに売り上げを分けて記入してください。 



 
※ 02 受付番号            03 業者 CODE            

                                                                                            
               

   区  分 直前決算時 
(千円) 

剰余(欠損)金処分 
(千円) 

計 
(千円) 

決算後の増減額 
      (千円) 

合      計 
                          (千円) 

 ①払込資本金 
  (うち外国資本) ３４，０００   ３４，０００        ０         ３ ４ ０ ０ ０ 

 ②準備金・積立金 １５０，０００ ０ １５０，０００        ０        １ ５ ０ ０ ０ ０ 

 ③次期繰越利益金   ６０，０００ ６０，０００           ６ ０ ０ ０ ０ 

15 
 
製 
造 
等 
実 
績 

 ④ 合  計 １８４，０００ ６０，０００ ２４４，０００        ０        ２ ４ ４ ０ ０ ０ 
    （注）年間実績高については、消費税を含まない金額を記載すること。 

16経 営 状 況 流動比率 ＝   流動資産(４８０，０００千円)
  流動負債(２６０，０００千円)

×１００ １ ８ ４
 
６ 
   （％） 

 
 ① 創  業  西暦１９４９年７月１０日 18 

 常勤職員の数
        （人） 

  
４

 
５ 

 
６  ② 休業又は転(廃)業

     期間 
      年  月  日から 
      年  月  日まで 

 ③ 現組織への変更  西暦１９７５年６月１６日 
うち役員等数

  
１ １ 

 19 

 ④ 営 業 年 数   ６ ０ (年) 

 

17
 
外

 
資

 
状

 
況

 １ 外国籍会社 
  【国名：      】

 
 ２ 日本国籍会社 
 
  【国名：      】

 
       (比率：１００％)

３ 日本国籍会社 
【国名：     】 
(比率：   ％) 
 
【国名：     】 
(比率：   ％) 
 
【国名：     】 
(比率：   ％)

 
① 機 械 装 置 額 ② 運 搬 具 類 ③ 工 具 そ の 他 ④ 合 計 20 設備の額 

      (千円)     ８ ８ ３ ６     ４ １ ８ ２    ２ ２ ９ ８    １ ５ ３ １ ６ 

21 
 主要設備 
 の規模 

        ○ ○ 機     × × 機      ◎ ◎ 機 
           ２ 台          （△△ １台） 
                            （◎◎ １台） 
   

  
 ※審査結果 
業 種 区 分 実績高 資本額 流動比率 営業年数 職員数 設備の額  総 合 点 数 等 級 順 位 

           
           
           

※「12.希望する業種」において『製造』を選択した 
場合のみ記入してください。



(様式２) 
 
※ 02 受付番号            03 業者 CODE            

                                                                                    
営 業 所 一 覧 表 

 

番 
 
号 

 
 営 業 所 名 称 

郵 便
 
番 号

 
所     在     地 

  上段：電話番号 
 
  下段：ＦＡＸ番号 

1 3 0 東 京 都 墨 田 区 江 東 橋 ４ － ２ ６ － ５     0 3 - 0 0 0 0 - 0 0 0 0 
１ ＩＰＣＣ工業（株） 

（財団 小太郎） 
0 0 2 2 東 京 ト ラ フ ィ ッ ク 錦 糸 町 ビ ル       0 3 - 1 1 1 1 - 1 1 1 1 

4 6 0 愛 知 県 名 古 屋 市 東 × × 町 △ △ △ △     0 5 2 - 5 2 5 - □ □ □ □ 
２ 愛 知 支 社 

（財団 中太郎） 8 6 8 0                    0 5 2 - 5 2 5 - □ □ □ □ 
6 5 3 大 阪 府 住 吉 区 × × 町 △ △ △ △       0 6 - 9 3 0 0 - □ □ □ □ 

３ 関 西 支 社 
（財団 高太郞） 4 5 3 5                    0 6 - 9 3 0 0 - △ △ △ △ 

          
        
                                     
          
        
          
        
          
        
          
        
          
        
          
        
          
        
          
        

 記載要領 
１．本表は、申請日現在で作成すること。 
２．「営業所名称」欄には、常時契約を締結する本店又は支店等営業所の名称を記載するとともに、（ ）内に連絡担当者名を記載すること。 
３．「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。 
４．「電話・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号をそれぞれ左詰めで記載することとし、市街局番、市内局番及び番号は、 
「－（ハイフン）」で区切ること。 

※担当者の名前は

必ず記入してくだ

さい。 


